
感に（またはょり慎重に）なっていったと考えられる。

　もちろん，90年代のデータが不足している現状では，この判断は早計で

あり，今後継続して，資産需要にかかおる構造的変化の内容を追求してい

く必要があると思われる。
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よく，属性選好の動揺が80年代，それもバブル崩壊前後にみられたのでは

ないかと推量される。これは，推定期間をバブル後に延長すると，推定結

果が理論的に首肯できないものになることから判断できる。

　その上で，85年以降バブル崩壊後まで，属性の再推計も含めてあらため

て価格反応の推計を試みたわけであるが，その結果は先の80年代における

価格反応の強化という現象とは遂に，国債，金融・事業債，株式・投信な

どの主要資産の価格反応度は低下し，逆に現金，定期・譲渡性預金，外貨

預金，それに保険という「安全，安心」度の高い資産の反応が大きくなっ

たということであった。

　この時期，属性の変化としては，現金・保険に代表される「安心」とい

う属性と資産価格・為替変動に対応する「ヘッジ」的属性といったより安

全性志向の方へ再分化されてきたということである。そして，価値体系上

は，価格反応の全般的な低下から判断されるように，価格に対してより鈍
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（3）推定期間1985:1-1992:4

る反応係数である。 80年代になって，いくつかの資産でこの反応係数の絶

対値が高くなっており，価格に対する反応が強まったことを示している。

表５に価格反応係数万一1び2-1g-1の値を掲げておいた。各資産ごとに他の

資産との比較を行うことにより，80年代になって起きた家計の資産選択行

動の変化がどのようにして起きたかが明らかになるであろう。

　６．ま　と　め

　表５で代表される計測結果は，属性の変化と因子数の違いがあるため，

単純な比較はできないのであるが，あえてまとめるとすれば次のようにな

るであろう。同じ属性のもとでバブル崩壊直前までの期間をみた場合，60

年代後半，70年代，80年代を含めたケースと80年代だけのケースを比較す

ると，80年代の方が価格反応が高くなっていることが確認された。　しか

し，先にも述べたように，80年代の代替行列の内容はかなり不安定とみて
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表５　価　格　反　応　係　数
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険のような資産に対して家計が反応し，資産選好の構造的変化が起きてい

たと結論づけられるであろう。

　ところで，80年代のケースは内実はきわめて不安定であるといえる。

び2の行列式を求めるみると，－0.22であり，推計されたび2行列の内容が

多少かわるとその逆行列の内容が大幅にかわる可能性が大きいといえる。

また，最初でも述べたように，1989年第２四半期を越えて推計期間を拡張

するとび2行列の推計値が大きく変化し，とくに対角部分の値が負になら

ないケースがでてきた。 1990年前後はその意味で構造的変化要因が入り込

んでいる時期といってよいのであろう。そこで，期間を80年代後半以降に

限って新しい属性内容のもとでび2行列の推計を試みてみた（表3（3））。

　代替行列から，第１因子（安全性因子）と第２因子（ヘッジ因子）が補完性

を持つこと，ならびに第２因子と第３因子（安心性）は代替性を持つことが

分かった。もとは同一因子から分離された考えられる第１因子と第３因子

は予想通り代替性を持つが，同じく同一因子から分離したと考えられる第

２因子と第４因子（危険性因子）は代替性というより，独立的であると判断

された。第１因子と第２因子の補完性は，少なくとも80年代後半以降安全

性とヘッジ機能をワンセットとして組み合わせる資産選択行動が顕著に

なってきたことを意味する。

　次に，以上の結果をふまえて資産需要関数の計測を試みて，資産価格に

対する家計部門全体の反応度を推計してみることにしよう。

５．３　資産需要関数の計測

　効用最大化問題の１階の条件

　　　　（9）　/7＝（1/λ）（ｕ,Ｂ十ｘ’Ｂ’Ｕ，Ｂ）

の両辺に右から（Ｂ’Ｕ，Ｂ）-1をかけてｙを求めれば，

　　　　㈲　　ｙ＝一絢び2-1召’-1＋舒召一万2-1ど-1

を得る。これが資産シェアの需要関数である。召一万2-1政一Iは価格ｐに対す
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表４　代替行列び2-1の値

それに対し，80年代においては第２因子と第３因子の間に補完性が認めら

れ，第１因子は第２，第３因子と代替的であった。第１因子は「安全性因

子」，第２因子は「予備的動機因子あるいは金融市場の債券・証券化指

標」，第３因子が「危険性因子」と先に解釈したわけだが，さらに進めて第

１因子は定期性預金などリスクの小さい資産，第２因子は保険など将来に

対する保証性をもつ市場金融型資産，第３因子は株式などリスクの大きい

資産を反映していると解釈すれば，80年代になって株式と補完性をもつ保
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表3　u1，Ｕ2の推計結果
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は，金融の債券・証券化への関心の高さを象徴していると判断できる。

５．２　属性の需要関数の計測

　次に，(10)式に再び注目して，属性に対する需要関数を求めてみた。(10)式

においてpB-' = qとおき，９を属性の帰属価格と解釈してみる。これは，

価格タのある種の組み合わせから属性の価格の高低が推測されることを意

味する。　したがって，もしその属性価格が何らかの経路を通って認識され

れば，属性の需要が次のように求められることになる。

　(10)式からどを求めれば，

ここで，び2-1は貨幣価値で測った属性の代替行列を表している9）。表４に

その値が掲げられている。

　全期間と80年代を比較してみると，80年代において代替行列の係数値が

高くなっているのがわかる。さらに，自己代替係数（Ｕぶ司の対角部分）のす

べての絶対値が高くなっている。一方，交差代替係数（Ｕ２-1の対角以外の部

分）もやはり全体として大きくなっている。符号の正負がそれぞれ粗代替

性，粗補完性を表していることに留意すれば，両期間には次のような相違

点が認められた。

　全期間のケースをみると，80年以前において第２因子の重みが小さく，

預貯金等との違いが小さかったこともあって，第１因子と第２因子の間に

は弱い補完性，第１，第２因子と第３因子とは弱い代替性が認められた。
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うに推計された8)。

　これらを比較すると，80年代に第２因子の感度が高くなっている。これ
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の高い第２因子と株式，投信の負荷が高い第４因子に分かれている。この

場合の第２因子は市場性の高い商品で占められ，物価や為替変動にリスク

・ヘッジ機能をもつものと考えられる。いねば「ヘッジ因子」といえるも

のであり，また第４因子はグラフからも分かるように，循環的な変動を示

しており，「危険因子」として依然呼ぶことができるであろう。残りの第５

因子，第６因子はランダムな変動をしているとみてよい。にのため，85年

から92年までの期間の分析については第５，第６因子ははずすことになった。）7）

　これらの分析から得られる結論として，1980年代になって金融資産に対

する家計の選択行動は明らかに変化しており，また属性の内容も変わって

きているであろうということである。これについては，各資産の資産需要

関数を計測することにより，より詳しい分析を行うことが可能である。そ

こで以下では，資産需要関数を計測してみることにする。

　５．資産需要関数の計測

５．１　効用関数の計測

　前述の（10）式により，主成分分析で得られた因子負荷行列を属性行列£に

みたてて，効用関数を計測してみた。ただし，先にふれたように,80年代以

前と以後では制度面からみても大きな構造変化があったと推測される。特

に,80年代には金融商品の多様化が進み,家計の資産選択行動は収益率に対

してより敏感になってきたと思われるので，推計期間を1967:1-1989:2と

1985 : 1-1992: 4にわけ，さらに前者の期間については全期間（1967:1-1989:2）

と80年代（1980: 1-1989: 2）に分けて，それぞれの期間でＵｕ　Ｕｉを推計してみ

た。（10）式を再掲すると，

であり，行列Ｕ2の内容を検討することにより，各因子に対し家計部門が

全体としてどのような態度をとっていたかが判断できる。結果は表３のよ
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図５　因子スコア1985: 1-1992:4

表2　1985:1-1992:4の因子負荷行列

因子があらたに現れたことである。言うなれば，この場合の第１因子は先

と同様に「安全性因子」と解釈されるのに対して，第３因子は「安心性因

子」と呼ぶことができよう。そして同じく先の期間でみられた第３因子

（危険性因子）がまた分離して，譲渡性預金，外貨預金，国債，株式の負荷
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長時代へ，間接金融優位から直接金融化・多様化時代へ，規制金利時代か

ら金利自由化時代へというように，第２因子を市場型金融化の指標と解釈

することができるかもしれない。これは，家計にとって，銀行預金中心の

金融資産から債券・証券型金融資産へと選択肢が拡大していったことを意

味する。第２因子が（株式，公社公団債，金融債を除く）債券・証券類と密接

に関係しており，債券・証券類の家計部門への親密度を表しているとすれ

ば，保険の資産シェアを説明する主因子が第２因子であることと考え合わ

せて，保険はこの親密化の過程でシェアを伸ばしてきたのだといえよう。

　さらに図３をみると，第４因子は73年, 78 (または80）年，86年頃に符号

を転じており，これらの年を境に日本経済はさまざまな側面で構造的な変

化が観察されており，この意味で第４因子は構造変化を示す因子とも解釈

できる。

　次に85年から92年にわたる期間であるが，図４と図５にその因子スコア

が描かれている。表２の因子負荷行列からも合わせて各因子の内容を解釈

すると，先の第１因子（安全性因子）と第２因子（予備的動機因子）の区別が

無くなり，むしろそれらから分離して現金ならびに保険の負荷が高い第３

　　　　　　　　　　図４　因子スコア1985:1-1992:4
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図３　因子スコア1967:1-1989:2

最初の３因子が何を意味しているのかを考えてみる。

　第１因子は「安全性因子」と解釈したが，図２からは景気状況に対する不

安を象徴しているのではないかと考えられる。なぜなら，第１因子の値が

高まるのは第１次石油ショックが起きた1973, 74年頃と第２次石油ショッ

クが起きた1979, 80年頃だからであり，逆に低下していくのは景気が持続

的に拡大していった1985年以降だからである。あるいは，第１因子はＪ．

Ｍ．ケインズが主張した不確実性に対する不安の裏返しとしての「流動性

選好」を表しているのだとも解釈できるだろう。

　これに対し，第３因子は「危険性因子」と解釈したが，グラフをみると

周期は必ずしも一定ではないが約4，5年の周期で循環的な様相が読みと

れ，経済変動，景気循環などを象徴していると考えられる。

　第２因子は「予備的動機因子」と解釈したが，その変動をみると，1973

年から77年を過渡期として，それ以前と以後では何か構造的な変化があっ

たことを示唆しているものと思われる。例えば，高度成長時代から安定成
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性預金，信託，公団公社債，金融債，事栗飯に強い正の相関関係をもち，

譲渡性預金，外貨預金，株式，投信とは負の相関関係をもつ。前者が流動

性の高い銀行発行の預金，債券を中心としており，後者が市場性，変動性

の高い金融資産であることを考えれば，第１因子は「安全性因子」といっ

てよいだろう。それに対し，第３因子は，まったく遂に譲渡性預金，株

式，投信に強い正の相関があり，「危険性因子」といえる。第２因子は，保

険，国債，地方債，事業績に強い相関関係をもっている。保険や国債が保

険会社，政府の保証に裏付けされた証券類であることを考えれば，「予備

的動機因子」といってよいかもしれない。

　残る因子に関しては，因子負荷量からその性格を判断することは必ずし

も容易ではない。　しかし，第４因子が国債に対し負の相関，事業債に対し

て正の相関を示していることから，第４因子は［民間値抽出因子］と解釈

することができる。

　図２と図３は因子スコアの変動を示している6）。このグラフから，特に

　　　　　　　　　　図２　因子スコア1967: 1-1989:2
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　各資産の価格は，各資産の収益率（利子率，利回り等）の逆数として定義

した。収益率として用いたデータは前頁の通りである。

　なお，事後的変化率は（１年後の値との差／その年の値）として計算した。

　４．属性の分析

　資産シェアと属性の関係については，いわゆる主成分分析を使って求め

ることにした。期間は1967年第１四半期から1989年第２四半期までである。

その結果求められた因子負荷量は次のようになった。

　　　　　　　　　表1　1967 :1-1989:2の因子負荷行列

　因子負荷量は元のデータと各因子との相関関係を示したもので，各金融

資産の貢献度（スコアリング係数）を表している。各因子は互いに無相関に

なるようにつくられ，その分散値が大きい順に並べられている。ただし，

第１因子から第６因子までで全体の分散（各因子の分散値の合計）の96％以

上を占めており，目安として95％を採択基準とし，それを満たす第６因子

までを採択した。

　因子負荷量からは各因子の性格が判断できる。第１因子は，現金，定期
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金融取引における個人資産の各項目の内容
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とすれば，予算は，

となる4)。資産シェアヱは，(5)(7)式の制約下で効用田を最大化するように

決定される。すなわち，効用最大化問題

を解くことになる。　１階の極値条件を求めれば，

ここで，λはラグランジュ定数（貨幣の限界効用）である。また，両辺に

右から召-1をかけてど＝ぞＢ’を用いれば，

を得る。この(10)式から効用関数Ｕ＝Ｕ(ｚ)が求められる5)。

３。２　データ

　巾　資産シェア

　各資産のシェアは，日銀「資金循環表」の各年残高夫を使い，各期の

　「資金循環表」の金融取引責のフロー値を用いて四半期データを作成した。

ただし，株式の市価が得られない期間については，ＴＯＰＩＸを用いて簿価

を市価に変換した。

　資金循環表の金融取引表における個人資産の各項目の内容は次頁の通り

である。

　ただし，以下の分析では現金通貨と要求払預金の合計を現金としてシェ

アを求めた。
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需要関数の計測などが試みられている1）。しかし，ここでは通常の消費者

行動に即した形式で，資産選択モデルを定式化することにした。すなわ

ち，家計は資産の価格と総資産価値で構成される予算制約内で，効用を最

大化するように金融資産を選択するものとした。ただし，資産そのものに

効用を認めるのではなく，各資産に含まれるさまざまな属性を判断して資

産の最適構成を求めると仮定した2）。家計部門の各金融資産に対する需要

がどのような要因（属性）によって説明されるのかを，次のような方法で

分析した。

　効用びは属性ｚによって決まるとする。

ここで効用関数を次のように２次形式に特定化する。

属性ｚを

数量シェアＪを

特性化行列をBとし，数量xと属性ｚの間には，

という関係があると考える。

　価格pを各資産の収益率（利子率）の逆数として定義し3），
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　ヴィクセルは，何度となく，効用の喪失とか，貨幣的損失といった追加

的損失の点では，所得課税の方が生産への特定（部分的）生産課税よりもヨ

りすぐれている，とする（たとえば, 60―62ページ）。

　のみならず，ヴィクセルは，租税帰着の問題が，いかに高度に当該国の

社会的・政治的状態に依存しているかをも看取する（66ページ）。そして，

かかる類推をもって，自由貿易学説の普遍妥当性ないし相対性について

の，問題解明への試みまでしているのである。

　第１論考の最後（第Ⅵ節）で，彼は労働者階層への租税の転嫁可能性の

論述にあたって，「労働並びに資本（資本形成）の総供給は，租税の作用に

よっては全くの手つかずのままである」(66―67ページ）という，これまで

の論述の大前提を取り払う。そして，いねば社会政策的見地から，これを

再検討したのである。ここでの最後の箇所で，彼は余論として，課税され

ている労働者階層が，相応の反対給付を公共団体から実際に受けているか

否かについて，上からの人道的同情の感じで，取って付けたような議論を

する。もって，第１論考を，『財政理論研究』の第２論考のテーマである，

「課税の公正」へとつなけようとするのである（75ページ）。
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は，この租税によってなんらかの被害を受ける。「両者の被害の比率は，

……資本投下の期間延長のために労働の生産性が上昇することになる，そ

の上昇の仕方の法則に依存するのである」（37ページ）。マスグレイブの表

現を借りると，それは「生産関数の形状に依存する」（マスグレイブ，前掲

書, 372ページ）のである。

　さて，以上の最も単純なモデルに，生産要素としての土地用益（並びにこ

れと同類の，恒久的所得をうみだすレント財）を加えて複雑化したとしても，

事態の展開は上と類似したものであろう。

　すなわち，ヴィクセルは地代をも労賃と同じく，資本によって前貸しさ

れたものと考える（45ページ）。

　労賃と地代の両部分への，資本の最も利益あるはずの投下割合，および

両部分それぞれの資本の平均的投下期間の長さと，労賃や地代のときどき

の水準とは，相互依存の関係にある(46-47ページ）。

　さて，このケースでの課税の帰着であるが，たとえば，粗収益への比例

課税は，一般的には労働者の賃金，地主の地代，資本家の利潤を小さくす

るであろう。　しかしその被害の態様は，上記依存関係を構成している諸要

素の変化の仕方が異なる毎に，まことにさまざまなのである，とヴィクセ

ルは述べている（50ページ）。

　彼はこれら多様な状況のそれぞれに関しても，得意な数式の利用によっ

て，厳密かつ詳細な論述をおこなっている。

　しかしながら，これら数式的展開のそれぞれがもつ経済的・現実的意味

については，彼はなにも論及してはいない。だがこれは，第１論考の任務

と性格の点からして，やむをえないことであったのであろうか？

　けだし，ヴィクセルもいう通り，第１論考は「全転嫁問題の新しい根本

的理解のために道を拓くこと」（59ページ）を目的とした，多分に「仮説的

性格をもつものであり，さしあたりは経済学の純粋理論における演習とし

て通用しうる」（Ⅳページ）性格のものだったのである。
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　　　自由競争的経済下での課税モデル

　さて，ヴィクセルの本来の課題であった，租税帰着問題の一般的研究の

出発点は，企業者利潤の出現と土地用益とを暫定的に無視した，自由競争

的・定常的経済下での単一商品生産という，最も単純なモデルであった。

すなわち，資本と労働のみを生産要素とするケースでの，課税による消費

財の価格変化ではなく，生産者階層間での所得変化を問題にするのである

（第Ⅲ節）。

　そして，これを解明すべき経済理論として，ヴィクセルはベームーバべ

ルタ流の迂回生産的資本および資本利子理論，ないし新賃金基金説を採用

する。すなわち，「それぞれのあたえられた賃金水準毎に，最も利益ある資

本投下期間というものが存在する」（33ページ）。しか払「労賃の高さと資

本の投下期間の長さとは，相互に条件づけられている。そして，労働の生

産性は資本の投下期間が長くなるとともに〔逓減的な率ではあるが〕増大

するという，その増大の仕方の法則を知っている」（35ページ）として議論

を展開するのである。

　かくして租税帰着の様相は，資本と労働という生産両要素の相対的報酬

の法則，すなわち，

　　資本の相対的増大（または減少）は

　　労賃の引きあげ（または引きさげ）と

　　利子率の引きさげ（または引きあげ）

とをもたらす，という法則の単純な系として帰結される，とヴィクセルは

いうのである（35ページ）。

　さてこの場合でも，所得課税は資本利子と労賃との間の関係に影響をあ

たえない。最大可能な利子率や，最も利益ある資本の投下期間に，それは

なんらの影響をもあたえないからである（36ページ）。

　　「生産税の作用は，あたかも労働の生産性が租税に比例して低下したか

のような作用と全く同じである」（37ページ）。生産要素である資本や労働
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て，まず論述することになった。すなわち，供給独占下での独占利潤への

課税の転嫁の，生産者たちおよび消費者たち双方におよぼす経済作用につ

いて，論述することになったのである（第Ｈ節）。

　そして，皮肉にも，第１論考のこの部分こそが，今日的には最も意味深

い論述部分であるといわれている。

　さて，独占利潤にたいする総純収益課税（所得税）は，独占商品の最も利

益ある価格水準に，なんらの影響をもおよぼさない。それゆえこの課税方

式は，追加的損失ないし超過負担を生ぜしめない点ですぐれている（11

ページ）。

　しかし，可変費用の増大のように作用するはずの，独占商品への従量税

は，最も利益ある商品価格水準の上昇を通して，生産者にたいし，純収益

を減じさせた上に，さらに課税額をも支払わせることになる（12ページ）。

消費者たちにたいしても，価格上昇による貨幣損失と，一部の需要放棄に

よる効用損失をも生ぜしめるのである（13ページ）。

　かかる超過負担ないし追加的損失は，同じく生産課税の一方式である従

価税方式で独占商品が課税された場合にも，同様に生ずる。尤も，同一税

収額を仮定した場合には，従価税による方が，従量税のケースよりも，最

大利潤達成のための商品の値上げ必要幅が小さくてすむ。　したがって，生

産者，消費者たち双方の追加的損失額は，従価税による場合の方がヨリ小

である，とヴィクセルは結論づけた（14ページ）。

　ただし，価格据置き時と比較しての，価格引きあげ時の供給独占者の相

対的利潤は，税率の２乗に比例して，増減すると考えられる。それゆえ，

税率が低い場合には，相対的利潤はきわめて小さなものとなるので，独占

者は生産課税にもかかわらず，商品価格を据置くケースもあろう（17－18

ページ）。

　ヴィクセルは，数学出身者らしく，以上の議論を，一定の条件の仮定の

もとで，数式にもとづく厳密な形式で，詳細に展開しているのである。
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国民全体にとっては，

　　　課税（ないし租税転嫁）による犠牲額≧租税（ないし租税転嫁）額

の形をとってあらわれる多様な様相を，経済理論的に明らかにしようとし

たのである（５－６ページ）。

　2.ついで，経費支出面を租税帰着分析から分離させることを，ヴィク

セルは考える。すなわち彼は，同一税収額の択一的租税の帰着を比較すべ

しとする。換言すれば，差別的租税帰着differential tax incidence を研究

すべきである，とするのである（７ページ）。

　3.さらにヴィクセルは，租税帰着問題の経済理論的解明を，やや具体

的に，次のような諸条件のもとで展開させることにしている。

　ａ.　全民間経済過程を，生産者だちと消費者たちとの区別の形ではな

く，ただ一つの生産プロセスとして把握する。

　したがって，この過程に参加する国民全体を，彼の表現を使えば「総体

の構成員」を，資本家，地主，労働者という生産者諸階級から成るものと

したのである。

　ｂ．租税帰着の問題を，一般的には，自由競争的経済活動下における，

課税にともなうこれら生産者諸階級（資本家，地主，労働者）への，貨幣的

な，また，効用的な経済作用の問題，と彼は規定している（９ページ）。

　c.　経済理論的武器の面からいえば，ヴィクセルは，租税帰着の問題

を，いわゆるベームーバベルク流の限界効用理論的一般均衡理論の手法を

もって，いわば課税の経済作用論の形で，解明することを試みる。すなわ

ち，彼はベームーバべルクの迂回生産的資本および資本利子論にもとづ

く，いわゆる新賃金基金説を武器に理論を展開するわけである。

　　　独占利潤への課税モデル

　租税帰着分析のために，上述のように問題の性格と方法論的立場とを明

らかにしたにもかかわらず，ヴィクセルは問題の一般的規定の例外につい
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　しかしながら，彼の第１論考は，経済理論の今日的水準から見れば，結

局，「新しいもの，ないしは……同時代の著作家たちがこのテーマについ

て述べたものとは異なったものを，殆ど提供してはいない」（ューア，前掲

論文, 115ページ），と総括せざるをえないかも知れない1）。

　いずれにしても，この第１論考については，ここでは手短かに紹介する

にとどめたい。

　　　租税帰着理論の問題の性格と方法論的立場

　ヴィクセルは，租税帰着学説の当時の状況を，代表的経済学者たちの，

これについての立論を中心に，批判的に論述することをもって第１論考の

筆を超す（第１節）。

　その間にヴィクセルは，彼自身が考えている租税帰着理論の問題の性格

や，問題解明のための方法論的立場について，次のように規定した。

　1.ヴィクセルはまず，「納税者が彼に課せられた税額の一部を，他の

何者かに肩代りさせることを示唆しようとする」租税転嫁Steuerueber-

walzungの概念は，これに関する財政理論的解明にとっては，せますぎて

不適切なものである，とする。それゆえ彼は，租税帰着Steuerincidenzの

概念を採用する。これは，租税転嫁額以外の，いわゆる超過負担excess

burdenないし死重的損失dead-weight loss（ヴィクセルのいう追加的損失

Extraverlust)をも含みうる概念だからである。もって，課税の経済作用が，
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いしは所得額の増加にともなう，個々人の限界的欲求の強度の低減のあり

方の視点から，これを問題にしたのである。

　　たとえば，「限界的に充足すべき欲求の強度が，そのときどきにおいて，ある一

　定期間の消費のために使いうる所得量に，厳密に反比例するとしよう」。すると，

　「欲求充足の総量はよ……所得の対数に比例した形での増大となるであろう」（い

　ずれも94ページ）。所得が等比数列の形で増大するときには，欲求充足の総量は

　等差数列の形でしか増大しない。この仮定は，課税の厳格なる比例性の前提であ

　る。それゆえ，欲求強度の低減がこれより急激なときに，はじめて累進税率が根

　拠づけられる，等々といった議論をする（94ページ）。そしてこれらを,数式的に

　厳密化した形で，一層の展開を試みるのである（160ページ以下の付録）。

　余論の最後は，国会で国民各自の利害を最も適切に代表しうる議員構成

となるべき，比例代表制的普通選挙方式についてである。

　　ヴィクセルは，ヘァー方式，ドント方式など，比例代表側的選挙を具体化すべ

　き2，3の提案について言及する。そして，これらの方式は，「租税協賛の相対的

　満場一致の原則と，全く調和している……。実際かの両方策は，個人の自由の尊

　重と最大限の行使という，共通の基本的見解にもとづいているのである」(124

　ページ），と述べている。

　　Ⅲ。「租税帰着学説のために」

　　「〔本書の〕第１論考胚租税帰着学説のために」〕は，主として経済理論

の微妙な論点を取り扱い，それに応じて，むしろ専門家サークル相手の書

き方をしている」（VIページ）。

　それゆえに，「彼は帰着分析において，19世紀末という時代に，はるかに

先んじていた」（マスグレイブ，前掲解題，40ページ）はずだ，とも想像されよ

う。
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２論考の趣旨であった。

　しかしながら，既述のようにヴィクセルは，第２論考の主要テーマから

外れた，いくつかの議論を，いねば余論の形でこの論考の内に入れ混ぜて

いる。それゆえ，これらについても，ごく簡単にふれておこう。

　余論の第１は，ワーグナーのいわゆる社会政策的課税の原理，ないしは

「社会的」租税政策の要請以来，重視されるにいたった，租税による現行所

有関係の修正の権利と義務とを，総体がもつケースの問題である。

　　まずヴィクセルは，世上よく社会政策的租税と見なされている相続税のもつ社

　会政策的役割は，若干疑わしいものだとする(146ページ）。そして彼は，相続制

　度の改革について長々と論じているのである。げだし「所有権の領域での今日の

　社会的要請を充足さすべき，適切な手段というもの」は，相続税にではなく，む

　しろ根本的な相続制度改革にのみ存する，と彼が考えたからであろう(150ペー

　ジ）。「むしろ相続税は，･……単に，通常の所得税と財産税との，ともかくも全く

　適切な補完物として，両税を累進的に形成するための一手段としてのみ，私には

　考えられる。……相続税もまた，祖税協賛の満場一致と自由意志性の方途で課せ

　らるべきであろう。……そして，既存の相続手続き法の一層合理的かつ徹底的な

　改正までの，暫定的な代替物としては，ともかくも，〔社会政策的役割をもつ〕相

　続税が是認されてよいであろう」（150ページ），と。

　　社会政策的租税といわれているものの第２は，不当な財産増加，いわゆる景気

　変動利得への課税である。ヴィクセルは，これを最も典型的と思われる，都市化

　にともなう土地増価への課税を例にとって論評する。そして彼は，「社会正義の

　ために，ヮーグナー自身が推挙した措置よりも，はるかに徹底した，この種の僥

　倖な利得の制限のための措置というものが，推奨されるであろう」(152ページ），

　とするのである。

　余論の第２は，ザックスの一般的累進税擁護論に関連して，19世紀の後

半から世紀末にかけて流行した，累進説の根拠づげを，ヴィクセルが数学

的に整理して展開したものである。すなわち彼は，個々人の財貨保有高な
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　彼は公債のもつ性質，ないしはその国民経済的作用について，次のよう

に結論する。

　外債による費用充当ケースでは，現世代が担いえたかも知れぬ負担を，

将来世代に転嫁させることになる。しかし，内国債による充当は，必ずし

も将来世代に負担を転嫁しはしない。ただし，内国債の発行は無所有の階

級への不利な国民所得分配をもたらすであろう（138－139ページ），と。

　過剰資本部分からの応募とはならない，通常の状態での内国債発行の

ケースでは，起債が現に使用中の流動資本を取りさることによって，近い

将来その国に資本不足の状態を出現させる。これは労働賃金の切り下げ

と，起債で取りさられた資本部分，並びに残存資本部分双方の金利を上昇

させることになる。この事態は，労働者階級に大いなる不利益を，資本家

層への過大な優遇をもたらす。不生産的公債の典型である戦費調達のため

の公債の発行は，とくにこの傾向を極端におし進めるものである，とヴィ

クセルは主張するのである。すなわち，

　　「公共の難局というものが，その他の階級を犠牲にしての，ある特定の

社会階級による物的利益のぶんどり」(141ページ）を結果する戦費の起債

調達。この方法にもとづく安易な戦費調達の可能性を，戦争への危険を増

幅するものとして，ヴィクセルは警告する。これはあたかも，その120年

前の1776年に，アダム・スミスが『国富論』第５編，第３章で強調した所

を，そのまま踏襲したかの観がある。ここに至ってヴィクセルの公債敵視

は，本格的な姿をとってあらわれるのである。

　これに反し，戦費の租税調達は，平和主義の推進の一助ともなる。　しか

も起債は，資本家たちの資本蓄積意欲を減退させるが，租税は節約による

資本形成への促進効果をももつ，等々とヴィクセルは議論を展開している。

　　　第２論考での余論

　もし，私にして大いなる誤りがないとするならば，以上がヴィクセル第
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つぐなって余りある範囲のものだ，と考える(132ページ）。そして，結局

「……課税の満場一致と自由意志性の原則の内に，この問題をも。その解

決に向って，さらに一歩を進めるべき一手段が存する」(138ページ），とし

ているのである。

　第２の，公債充当か租税充当かという，本来の意味での財源選択論にお

ける，ヴィクセルの利益説的課税原則にもとづく，租税充当の拡充につい

て考察しよう。

　前のケースとは異なって，ここでは彼自身，利益説的課税原則にもとづ

く租税充当領域の拡充を，積極的に主張する形をとって議論を展開しては

いない。むしろ，公債敵視的態度を示すことによって，公債充当領域を抑

制する形で，いわば間接的に，利益原則による租税充当領域の拡充を示唆

しようとしているのである。

　まず一般的にいって，既述のように彼は徹底した個人主義者，経済的合

理主義者であり，かつヒューマニストでもある。そのヴィクセルが，利益

説的租税充当領域を拡充することによって，公債発行をなるべく避けたい

とする，「小さな政府」論的均衡財政論の立場にあることは，想像に難くな

いであろう。

　さて，「租税によるか，あるいは公債によるか，という充足様式の選択，

並びに，租税充当のケースでは支出自体のために，起債充当の場合には将

来の公債の分割償還のために，必要となる諸租税の分配」(142ページ）。こ

れらすべてに亘って，公正がおこなわれなければならない，とヴィクセル

は考える。それゆえに，これらのケースは，議会の相対的満場一致と少数

者の拒否権，解約告知権という留保つきで決定されてよい。そして，これ

らが議決されえない場合には，そもそもタその経費（事業）自体が取りやめ

となるべきなのだ，とヴィクセルは主張するのである。

　ここには，すでに彼の「小さな政府」論的，若干起債抑制的な姿のー端

が，見えかくれしているであろう。
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企業の利用のような，給付の増加にともなって追加的単位費用も増大して

ゆく，といったケースである。

　両者のケースにおいて，「すべての人がこれによって利益をえ，誰もが

損をするにはおよばない」，しかも，国民経済的にも最高に効率的な利用，

「最も有利な利用度」（カッコ内はいずれも134ページ）はどうあるべきなの

か。すなわち，これらを公平性と経済的効率性の視点から，ヴィクセルは

考えるのである。ここでは彼は，両ケースともに，料金の引きさげ毎に，

個人の側での相応した利用回数の増加が見込まれることを，当然のことと

して前提している。

　ヴィクセルは後述する「第１論考」において，供給独占商品の課税にお

ける，供給者側に最も有利な価格設定のための経済理論を展開した。そし

て，本問題にたいしても，これと同様の手法を使用した結果，彼は次のよ

うに結論する。すなわち，一般費用のみが重要であるケースでは，その全

額を租税充足すること。追加的単位費用も重要であるケースでは，利用毎

の公定料金を限界費用相当額に引きさげ，一般費用部分は租税充当とする

こと。これらが国民経済的にもタ個別経済的にもタ最も有利な経費調達方

法である，と。

　こうしてヴィクセルは，従来公定料金ないし手数料で充足されてきた公

営企業，公共施設の領域の多くの部分を，その公平性と経済的効率性の点

から，租税充当領域に代えるべし，とするのである。この場合，ヴィクセ

ルが想定している租税は，もちろん，課税の利益原則にもとづく租税であ

る。

　ただし，個人毎の利用回数に応じた，ないしはとくに個人毎の主観価値

に比例した租税分配の実現には，大きな技術的困難がともなうであろう。

したがって，ある程度の課税の不公平も生ずるかも知れない，とヴィクセ

ルはいう。だが，この不利益は，利益説的租税充当への切り替えによる，

使用頻度上昇にともなう国民経済的・個別経済的巨大追加効用の出現が。
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　　　利益説的課税原則論の展開（2）

　　　一国家財政（ないし，とくに国家収入）領域における，利益説的課税原則

　　　適用領域の確定と拡充一一

　ヴィクセルは，利益説的課税原則の適用領域の拡充ないし限定につい

て，これをいわゆる財源選択論の形で展開した。すなわち，一つは，公定

料金ないし手数料充当か，あるいは租税充当かの問題として，もう一つ

は，公債充当か租税充当かの問題の形で論述したのである。

　まず第１の問題側面について，ヴィクセルの見解を見てゆこう。彼はこ

の問題の解決は，限界効用理論的経済学説にもとづいてのみ果されるもの

であり，しかもその解決の結果は，国民経済的にも，また，労働者階級の

向上にとっても，まことに「最高の経済的利益をもつもの」(137ページ）と

重視する。それゆえにこそ，彼はとくにこのテーマについて詳述したので

ある。

　彼は，公営企業や公共施設などのもつ特性を検討することによって，従

来この領域では通常であった，利用毎の公定料金や手数料による費用充足

に代えて，利益説的課税原則にもとづく，上記のような手続き規則をもつ

租税充当を提案した。ヴィクセルによれば，この領域は次の二つの特性を

もつ。

　一つは，それがもつ公共性と公平性である。これらの給付は，いわば利

用毎に個人が得る個別的効用と一般的・社会的効用とを併せもつ。それゆ

えに，ヮーグナーも正当に指摘したように，給付のための費用の，全額利

用者負担の必要はない，というわけである(127ページ）。

　もう一つ，ヴィクセルが独自に特別重視するのは，それがもつ公共性と

経済的効率性である。彼によれば，これら領域の給付には次の二つの費用

構成タイプのものが存在する。その第１は，道路，橋梁など，一般費用の

みが重要であり，利用頻度の上昇にともなう追加的単位費用があまり問題

とはならない，公共施設の利用のようなケースである。第２は，公営交通
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人の間並びに諸国家の間の，繁栄と平和的共存とを前提としたものである。

そして，（官僚）行政的側面を完全に捨象した，いわば純政治的モデルとい

うべきものでもある。もちろん，このいわば財政政策決定の理論モデルと

もいうべきものからの具体的帰結には，さまざまなものがあるであろう。

しかしながら，モデル構成要素の特質から次の一般的諸傾向が，当然のも

のとして予想されうる。すなわち，

　ａ.　経費膨脹に抑制的な，法治国家論的・「小さな政府」論的均衡財政

を目ざすことになること。

　b.個々の租税は多分に目的税的性格をもつものとして構想されること。

　これらは，いわばヴィクセル的租税利益説の構想を裏がえせば，ただち

にでてくる帰結でもあろう。

　　ちなみにヴィクセルは，単純多数の議決でよいとする次の三つのケースをあげ

　ている。

　1.互いに排除しあう二者択－のみが可能で,第３の選択の道のないケース(Ill

　ページ）。

　2.国民が自由にその支払いを拒否できない国債元利払いのような，ある種の義

　務的経費のケース。この場合には，個々人の課税による支払い分は，給付能力原

　則にもとづくものとなる(118―119ページ）。

　3.既存の経費と収入との削減にあたり，いわば減額補正予算案に類似した方

　式，すなわち，各個別経費ないし各経費グループの，一定収入力テゴリーヘの割

　り当てAppropriationつきで，収入予算と支出予算との暫定的分類というものが

　おこなわれる方式を採用するケース(120ページ）。ただしこの場合には，議会の

　一定少数派にたいして，それぞれ任意の租税グループの拒否ないし引きさげ権

　や，これにもとづく，当該租税でまかなう事業の解約告知権があたえらるべきで

　ある（120ページ），とヴィクセルは主張している。
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い国家活動，ないしは既存の国家活動の拡大を提案したとする。この発議

は憲法的には，その費用のありうべき分配についての，―つないし若干の

択一的提案をともなってなされるであろう。次いで議会のその他の党派

は，協賛すべき支出自体の額についても，並びに，ヨリよいと思う費用充

当様式に関しても，なんらかの修正案を提出しうることになるであろう」

(116一117ページ）。

　ここで注目すべきことは，まず，通常の予算発案権招持者が，いく通り

かの予算提案を作成するとヴィクセルが考えたことである。　これに加え

て，これら提案に協賛しえない（拒否したい）立場の側からの修正提案，（そ

れも全面的な修正案さえ）もまた，数多く提出されうる，といった非現実的

な想定をも彼がしていることである。

　相当多数にのぼる可能性をもつ，これらの諸提案が，次々に国会に上程

され，国会議員はその都度自らの利害にもとづいて賛否を表明することに

なる。現実的には絶対的満場一致の賛成による議決は考えられないとする

ヴィクセルは，それに最も近い相対的満場一致，ないしは特別のquali-

fiziert多数（単純多数ではない！）の賛成票をもって，予算の成立とするの

である(117ページ）。ただし, 100パーセントの賛成に非常に近いはずの，

相対的満場一致とか特別の多数といってもタヴィクセルの例示している数

値は沁，‰，‰程度の多数票であった。この数値は，たとえ理論的には非

常に多くの修正提案が可能であるとしてもＪ国会での実際の提案数はそれ

ほど多数にはならないであろう，といったヴィクセルの現実的な考慮が反

映されたもの，と見るべきものなのであろうか？

　以上が，後世しばしば予算決定（ないし財政政策決定）理論における，

「ヴィクセル・モデル」として云々されているものの，ヴィクセルの叙述

に即したその概要である。

　総括しよう。課税の利益原則にもとづくヴィクセル・モデルは，社会

的，法的には，現存の所得分配的・私有財産的基本秩序のもとでの，個々
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合，彼は国会での審議や議決の慣行，形式などについては，一応これを無

視したのである。

　さて，ヴィクセルのいう課税の利益説的分配基準は，租税協賛の自由意

志性と満場一致の原則にもとづくものである。そして，その実現にあたっ

ては，「同時にその充当資金について決定することなしには，決して経費

支出というものを票決しないことが，とりわけ要請される」(115ページ）。

すなわち，経費額とそれに対応する租税額とをリンクさせた上で，両者を

同時に国会で決定すべきことが要請されるのである。この場合，当該経費

は本来の意味での集合的欲求であることが条件とされる。すなわち，それ

自体としては社会的に有用で，しかも，国民の全階層から例外なしに承認

されるはずの経費であることが，前提とされることはいうまでもない(112

ページ）。その上で。

　　　　　　　　個々人の公共給付かン個々人の課税で差

　　　　　　　　ら受ける限界利益　－しだす限界犠牲

の条件を充たす必要が生ずる。　したがって，この条件を充たしうるか否か

の判断は，その経費の個々人への租税負担分配のあり方如何にかかわるこ

とになるのである。だが，租税負担分配の方式には，まことに多様なもの

がありうる。かくして，それらの内には，すべての個々人に利益があり，

それゆえに，理論的にも，また近似的には実際にも，満場一致の賛成を得

る租税負担分配方式も存在しうることになるのだ，とヴィクセルは考える

(113ページ）。

　次いで，かゝる課税基準の国会における実現の方式が問われることにな

る。この場合ヴィクセルは，「（憲法に精確に記されておるべき）わずかな種類

の国家経費を除いた，残りの全部の経費は，租税協賛の相対的満場一致の

原則によって扱いうると思われる」(119ページ），としている。

　　「最も単純なケース」としてヴィクセルが例示しているのは，次のよう

なケースである。「すなわち，政府ないし議会のある党派の側で，ある新し
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時代の政治的趨勢に，適合しているものであるとはいいがたかった。そも

そも，官僚的行政重視の視点からする財政の取り扱いは，ドイツの政治的

後進性の一つのあらわれでもある，とヴィクセルはいいたかったのかも知

れない（107ページ以下）。

　また，かかる立場からすると，国民個々人のためのもののような外観を

呈する財政運営の場合でも，必ずしも主権者側の利害中心の観点が完全に

消滅しているわけではない。それゆえ，この立場によるときには，個々人

の側に「生じた犠牲にたいする充分な対価というものが，提供されるか」

（103ページ）否かは疑わしい。あるいは，国民経済的に見て，最も利益ある

公共給付の費用充当方式が採用されているかも疑問である，というのが

ヴィクセルの支配的財政学説批判の結論であった。

　まず，課税の利益原則適用にあたっての具体的手続きのための諸前提に

ついて，ヴィクセルの議論を再構成してみよう。

　既述から容易に推察される所であろうが，彼は個人の平等と「個人の自

由の尊重と最大限の行使」(124ページ）とが保証される，個人主義的・自由

主義的市民社会を想定する。そこでの個人と総体との間の経済関係は，給

付対反対給付，すなわち，ギブ・アンド・テイクの均等，ないしは，両者

の自発的等価交換関係の視点から考察されるのである。

　かかる基盤に立ってヴィクセルは，予算の作成（ないし財政政策案の作成）

にあたっての職業的専門官僚の作業のもつ意味や，その作成形式のもつ意

味などを一応無視する。彼は財政政策の決定を左右する条件としてのデモ

クラシー的議会政治体制をこそ，非常に重視しているのである。もう少し

具体的に述べよう。輿論を最も適切に反映しうるような政治体制，ないし

は，国民内のすべての利益集団の真の代表者の集合体としての議会制政治

体制，いわゆる立憲的議会制民主主義を，彼は政策決定の基本条件と考え

ている。そして，この条件を実現さすべき国会議員の選出方法としては，

ヴィクセルは比例代表制的普通選挙方式を心に抱いていた。ただしこの場
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個々人の負担ではない。また，これは通説でよくいわれるような「それ自

体つねに悪」(114ページ）である強制性をもつものでもない。公共財の対価

として，それと自発的，自由意志的に交換するために，個々人が「用意す

べき資金」(125ページ）であったのだ。

　だが，利益説の採用でヴィクセルが重視した所は，主として，租税負担

分配の基準論としての側面であったように思われる。一般的な表現を使う

ならば，彼はこの基準の適用によって，次の二つの事項を狙ったといえる

であろう。すなわち，

　1.課税を経費とリンクさせて取り扱うことによる利点

　2.課税における個人間の公平と，個人および総体の利益の最大化

　さて，ヴィクセルは次の二方面に議論を展開させてゆく。

　ａ.　利益説的課税原則論の適用をめぐる手続き論の展開

　ｂ．国家財政（ないし，とくに国家収入）領域における。利益説的課税原則

の適用領域の確定と拡充

がこれである。

　われわれはまず，ａ.の問題についてヴィクセルの論ずる所を見てゆこう。

　例によってヴィクセルは，この問題に関連した当時の支配的財政学説の

見解への批判をもって筆を起す。いうまでもなく，彼の基本態度は，現実

の社会的・経済的・政治的趨勢を背景に，「進歩と発展の精神をもって」

租税並びに財政学説を構築すべし，という点にあった巾Oページ）。

　ヮーグナーを頂点とする当時の支配的財政学説は，結局は，旧い時代精

神であった主権者の絶対主義の基本見解を基礎としている，とヴィクセル

は結論する。すなわち，かれらは官房学以来の伝統である，「一般的至善Ｊ

das allgemeine Beste (109ページ）を求める「開明かつ仁慈の専制君主」

の，英明なる統治ないし行政の基礎として，租税や財政を把握することを

志した，というのである。

　かかる官僚的行政重視の視点は，必ずしもデモクラシー化しつつあった
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ある。しかも，この原則をマッツオーラは財政学的法則とするのか，ある

いは財政政策的公準と解するのかもタ不明瞭のままにしている，とヴィク

セルは考えた。

　さらにヴィクセルは，利益原則の適用にあたっての，キイともなるべき

彼の中心的仮定について言及する。すなわち，個々人は，支払わないです

むならば，公共目的のためにはビター文も支払わなかろうとする性向をも

つ（100ページ）。それゆえに，公共給付にたいしては，個々人はフリー・ラ

イダー（ただ乗り）を決め込みがちであろう，と。

　彼は，今日のいわゆるフリー・ライダー問題を明確に意識した上で，利

益原則の現実化への方途をさぐることを，一つの重要な財政学的課題と認

識したのである。

　かくして，ヴィクセルによれば，なによりも重要なことは，公共給付の

価格決定が，結局は，個々人単独のバラバラな仕事では決してない，とい

う認識である。これはむしろ，個人とその他の「総体のすべての構成員」

との合議からのみ生れるはずのものである，とヴィクセルは考える。だ

が，この合議による価格決定（税額決定）に関しては，マッツオーラは，た

だの一言をも発してはいないのである(101ページ）。

　　　利益説的課税原則論の展開（1）

　　　-一原則適用をめぐる手続き論の展開・一

　主として学説批判の形で彼がその輪郭を浮かびあがらせた，ヴィクセル

の利益説的課税原則は，そもそも二つの側面の意味をもちうるものであっ

た。一つは課税の根拠論としての意味，もう一つは租税負担分配の基準論

としての意味，がこれである。

　もちろん，既述した彼の個人主義，経済的合理主義の基本的立場からし

て，利益説が最も適合的な課税の根拠論である，とヴィクセルが考えてい

たことは，容易に想像されよう。ヴィクセルにおいては，租税はもはや
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これら２種類の欲求は，その由来に関係なく，ただその共通の強度序列に

したがってのみ，順次充足さるべきだ，とするのである。

　ただしザックスは，かかる序列づけのための「総体判断」，ないしはその

ための現実的に「必要な機関や必須な制度機構」については，とくに論及

してはいない（89ページ）。　しかも彼は，租税負担の相対的分配に関して

は，経費支出から受ける個人効用とは切り離して，いわば個々人の給付能

力（「周期的に更新される財貨保有高」）に比例して分配さるべし，と述べてい

るのである。

　　「ザックスの基本的思考の道すじは，かくして，この点において通常の

均等犠牲説と完全に合致する」（93ページ），とヴィクセルは総括した。

　マッツオーラは，ザックスよりも一層徹底した個人主義的立場を表明す

る。　したがって，彼にあっては総体は個々人の集合以上の何物でもないの

だ。かかる考え方を基礎に，彼は利益説的課税原則の擁護に一歩を進め

た，とヴィクセルは称揚する。

　　『財政学の科学的論拠』1890年においてマッツオーラは，あらゆる欲求

は究極的には個人的なものであるとする。　したがって，公共財をも個人的

欲求充足の手段とのみ彼は見ているのである（97ページ）。

　マッツオーラのかかるリアリズムは，確かに健全ではある，とヴイクセ

ルは考える。しかしこの見解は，同時に，たとえば国債利払い費など，あ

る種の義務的経費の統一的な理論的取り扱いを困難にさせるといった，若

干単純にすぎた財政学的問題の考え方でもある，とヴィクセルは考える。

　マッツオーラはまた，公共給付を公共財の供給と解釈する。そして，公

共財供給の価格（経費額）と，公共財の個人への限界効用（租税額）との等

置を求めた。もって彼は，経費頓と租税額とをリンクさせ，これを給付対

反対給付の形で論じうる租税利益説的基礎をあたえたのである。

　しかしヴィクセルによれば，マッツオーラ流の利益原則もまた，手数料

や公定料金による充足以外の経費領域の適用には，無理が生ずる可能性が
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体的分配如何によっては，この基準の適用は，悪平等的共産主義化への可

能性も否定できない。しかし，下層階級をヨリー層圧迫する逆の危険性の

方が，現実的にはョリ大きいかも知れないであろう（80－82ページ），と。

　そこで，以上のような難点を克服しうるはずの限界効用理論的・利益説

的課税の原則が登場することになる。

　ヴィクセルによれば，そもそもタ「さまざまな国家経費の合理的範囲設

定が問題の場合には，利益原則は，あらゆる種類の国家活動のケースで，

使用可能であり，また使用されざるをえない」（84ページ）というほどに，

利益説の適用領域は広汎に亘るものである。しかもタ限界効用概念の導入

によって，国家給付の限界単位の個々人にあたえる効用の大きさと，それ

に対応した個々人の犠牲（すなわち，反対給付）の大きさとは，互いに比較

可能なものとなる。かくして，ここでは課税の利益原則は，課税の反面で

ある経費とリンクさせることによって，諸租税の総額並びにその分配をも

同時に決定できる基準となりうる，といった長所をもつ，とヴィクセルは

考えたのである。

　ただし，既述のようにヴィクセルは，彼自身の利益説的課税原則論の全

容を，直接的に呈示することはしない。これに代えて，その学説の先駆者

ともいうべきザックスおよびマッツオーラの，この方面の業績を比較的詳

細に紹介する。「かれらは限界効用と財価値のイデーを，単に諸租税の分

配のみでなく，諸租税の具体額の算定にも適用した。もって公正な課税の

全問題を，ある程度倫理的問題から純経済的問題へと変えたし，また変え

ようとしたからである」（86ページ）。

　そして，この間に自らの学説を，おのずから浮かびあがらせる手法を

ヴィクセルはとったのである。

　『理論的国家経済原論』1887年においてエーミル・ザックスは，個人の

単独な私的欲求と，他の人々との協同で充足する集合的欲求との並存，し

たがって，私経済的活動と集合経済的活動との並存をみとめる。そして。
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し比例牲の原則が，このニつの基本原則である。換言すれば，これらは各

自のﾉ利益に応じた課税,ｿと，ご給付能力に応じた課税ﾚないし負担能力に

応じた課税なのであるI (77ペ一ジ）。

　ヴィクセルは，課税のいわゆる給付能力説と犠牲説とを，とくに区別す

ることなしに一括する。そして，これら学説にもとづく課税原則が19世紀

後半の財政学界では「圧倒的に優勢な原則_（77ページ）であった，とする

のである。

　しかしヴィクセルは，次の諸点でこの支配的学説は不充分であるとする，

すなれちタこの学説は，

　↓。この学説に適合しそうもない財政領域を，国家の私経済的領域だな

どと称して，租税論から排除してしまうようなこともする（78ページ九そ

して結局∧‾‥…･給付能力原則の純粋支配は，本来的に給付対反対給付の

均等ないし比例性の要請ではょ全く片づけられえないょうな領域に限定さ

れることになった］（78ページ）こと。

　２．　万‾犠牲説は単に諸租税の分配につしてのみ決定しようとし，また決

定しうるのみである。犠牲説は全課税（したがってまた，個々の課税）の絶対

額についてはタほんのわずかな情報をさえ，あたえない］（79ページ九かく

して，この学説は経費の総額ないし財政規模の決定理論への契機をもたな

いこと。

　カイツルやローべルト・マイヤーといった財政学者は，経費論なき財政

学をさえ構想した。ドイツ財政学の黄金時代を現出した立役者であった，

シェフレもワーグナーもまた，「おおまかにいって……，同じ立場なので

ある(80ページ九

　3.犠牲説は国家給付の個人価値との関連を切り離して，総効用≧総犠

牲にのみ注目する租税負担分配基準論であること。

　ヴィクセルによれば，この基準の適用は，総経費（財政規模）の際限なき

膨脹の可能牲をも秘めていよう。また，経費の具体的構成や租税負担の具
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伝えることができているか否か，大いに気にかかる所でもある。

　　Ｌ「公正な課税の一新原則についてﾂﾞ

　　　第２論者の主要テーマ

　第２論者で特徴的なことは，ヴィクセルが課税の新原則の定立それ自体

よりも，公正な課税の原則の実現を保障すべき諸条件について，ヨリくわ

しく論じようとした所にある川ページ）。］若干具体的にいうならば，第２

論考のテーマは，主として次の三つのものから構成されている，と見てよ

いであろう。すなわち，

　ａ．　　いわゆる限界効用理論を，財政ないしはとくに課税領域にも払充適

用することによって，利益説的課税の原則を確乎たるものにする。

　その上で，

　b.利益説的課税の原則を，当時の現実的・政治的背景でもあるデモク

ラシー的議会政治体制〔租税協賛〕と関連づけて考察することによって，そ

の実際的適用のための諸条件をさぐる。

　c.　　公共収入の領域において，利益説的課税の原則をできうる限りひろ

く適用しうる可能性を摸索しつつ，この原則の適用可能領域を確定する。

　　　利益説的課税原則の確立

　ヴィクセルは，利益説的課税原則を確立するために，その準備作業とし

て，課税の根拠論および租税負担分配基準論としての租税原則論につい

て，その学説的展望と批判とに着手する。そして，その間に彼の主張する

利益説的課税の原則の姿を，おのずから浮かびあがらせようと試みるので

ある。

　ヴィクセルはいう。周知のように〔課税原則の領域では〕，従来より主

として二つの基本原則が相対峙していたｃよ……すなわち，ﾜ給付対反対給

付,1の均等ないし比例性の原則，および他方，生じたy犠牲:の均等ない
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とも可能であろう。ただしヴィクセル自身には，財政領域を全体的に，な

いしは体系的に論述した業績はない。いわば彼の財政学体系については，

彼自身どこでも論じていないことは，いうまでもない。

　さらに，後代の学者たちの評価においてもタ彼の第１論考は，同時代の

一流経済学者たちの見解と異なったり，あるいは，新しいものであったり

する所は少ない[ューアレ前掲論文，115ページ)，とされている。これに反し

て第２論考はパ‾最も独創的で，しかも最も永続的な貢献をなしたもので

ある:（マスグレイブ，前掲解題，40ページ)，と高く評価されるのが通常であ

る。

　以上のような次第であるので，本稿ではヴィクセル財政理論の理解のた

めに，まず，第２論考を比較的詳細に考察したいと思う。次いで，ごく簡

単に第]｡論考にふれる予定である。

　ちなみにヴィクセルは，論述にあたり，その対象や方法など基礎的事項

についてまず明確な概念規定をなし，これにもとづいて議論を順次展開し

てゆく，といった手法をとってはいない。たとえば，論ずるに適切な場所

がある事柄について，これと同じ事項が，その前の所でもｊその後の所で

も述べられている。また，結局は，わきみちに逸れたとしか思えないよう

なテーマの議論にも随所に出会う，といった具合である。そのゆえにか，

その論述の順次や論述対象のもつはずの意味について，彼の真意を理解

し，彼の思考過程についてゆくことを困難にさせるなにかがある。しかも

彼の論述は，彼にとっては外国語であるドイツ語，それもかなり旧い表現

様式と，彼独自の語順によると思われるドイツ語によっている。同じくド

イツ語が外国語であるわれわれにとって，その文章毎のニュアンスまで，

適確に把握することは至難のことのように思われる。以上の諸理由から，

ヴィクセルの構想全体を彼の意図どおりに再現することは，そう容易なこ

とであるとはいえないであろう。

　本稿の以下の論述がタヴィクセルの見解を誤りなく，かつ過不足なしに
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　たとえば，彼は労働者階層の不幸な境遇にたいしては，上からの同情と

改善への志向をもってはいた。だが同時に，ひとたびかれらが政治権力を

掌握したあかつきの，階級エゴからする政策にもとづく社会・経済状態の

悪化への危惧の念をも抱いていたのである(122ページ九「実に議論の余地

なく，一国の知性と経済力の大部分を含み，しかもしばしば，その優越的

状態を，少なくとも　一部は自身の努力に負うている有産諸階級［］59ペー

ジ大彼はむしろ，相対的には少数のタこの知的有産者階層の役割に，重き

をおいていたようである。

　　　原典の構成とヴィクセル財政理論研究の形式的・実質的テーマ限定

　ヴィクセルの財政学研究上の主著『財政理論研究Jl 1896年のタイトル

は，精確には于財政理論研究並びにスウェ一デン租税の論述と批判ﾉであ

る。この著作は次の３論考から構成されている。

　第1.論考　租税帰着学説のために

　第２論考　公正な課税の一新原則について

　第３論考　スウェーデンの租税

　いうまでもなく，ヴィクセル財政理論の全容は，その標題から推察され

るとおり，第Ｂ論考と第２論考とから，うかがい知ることができるわけで

ある。著作の題名は確かにﾌﾞ財政理論研究］ではある。しかし，彼はここ

では，形の上ではあくまで租税論の最重要な構成要素である，租税転嫁論

と租税原則論という二大伝統的テーマのみを追求しているにすぎないこと

になる。

　他方，内容の面から考察すると，第ト論考は，迂回的生産理論や独占理

論などタ経済理論の成果を利用しつつ，対象を分析したものである。また

第２論考は，経費論や予算規模論ないしは財政政策決定の理論など，財政

全般の問題とかかわらしめて，課税の公正を論じたものであった。した

がって，第２論考を中心に，ヴィクセル財政理論体系の………一端｀を垣間見るこ
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は，ヴィクセルのこの著作からの引用は，単に原著のページ数のみを示す

ことにしたい。

　ヴィクセルの基本的立場は，徹底した個人主義と経済的合理主義である。

　独立した自由な意志をもつ個々人こそが社会的存在の基本単位であり，

したがって，かかる個々人をこえた，あるいは個々人のトに立つ，独立の

存在としての公共権力体を，彼は基本的には観念しなかった。国家とか，

公共権力体といったものは，個々人の総員，すなわち，総体Gesamtheit

の意志を直接に，かつ最も適切に反映させうべき制度機構としてのみ存在

している，とするのである。それゆえ，ﾚもし国家給付の効用が，総体の

個々の構成員にとって０であるならば，その総効用もまた，０と異なるこ

とはありえないであろう」（82ページ九ということになるごまた，他の個々

人の利益を害さないで，なるべく多くの人々の利益（総体の利益）が大とな

るようにはかることを，彼は最善と考えている(138ペ一ジ九

　かかる徹底した個人主義と経済的合理主義に最も相応しい方法的立場

は，主観価値と限界効用を基礎とするものであるｏ」□周知のようにー限界効

用学説は，経済社会を構成する基本単位としての個人を基軸に据える。そ

してタ個人の主観的な限界効用といった近代的概念を用い，その逓減とか

均等とかいう性質や法則性にもとづいて，経済世界を:統一的に:えがき

だそうとするものであった晶j（池田浩史，前掲タヴィクセル租税原則論の基本前

提……，61ぺ一ジ）からである。ヴィクセルはレ限界効用と主観価値という

近代的概念を，公共給付と私個人の反対給付:の領域］にも適用すること

によって，じこれらを公共財政の領域にまで，拡充しようとするの：であ

る］（Ⅵページ）。

　もちろん，これも彼の基本的立場と密接に関連しているのであるが，政

治的にはヴィクセルは，進歩派として立憲的議会制デモクラシーの信奉者

であった。また，社会思想的側面から見ると，彼はある種のラディカルな

ヒューマニスト的教養人であったといえよう。

　　　　　　　　　　　　　　223 (4レー



　本橋では，まずヴィクセルの財政学上の主皆に即して，彼の財政理論研

究における対象の限定や方法上の特色を解明する。ついで，ヴィクセルの

財政理論研究の成果の概要を，できる限り正確に，しかもバランスよく紹

介することにつとめたい。

　いうまでもなく，この作業だけでもｊわれわれにとっては，かなりの集

中力を要する事柄であった。それゆえに，ヴィクセル財政学説の財政学史

上の位置づけ，ないしは，その今日的意義などを全面的に論ずることは，

別の機会にゆずりたいと思う。本稿では，これらについては，マスダレイ

ブが前掲解題レヴィクセルと近代財政理論の生誕]で示唆している所の

内，その若干のものを利用する程度にとどめよう≒

　　レ序論

　　　ヴィクセルの基本的思想と経済学研究の方法的特色

　ヴィクセル｢財政理論研究｣｣1896年の全容をできるだけ正しく理解する

こと，これがわれわれの当面の課題である。そのための準備として，ま

ず，彼の思想ないし社会思想と，彼の経済学研究の方法的特色とを，可能

な限り彼のこの著作の論述に依拠しつつ，簡単に紹介しておこう。以下で
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（シュムペーター）とも云うべきほどの人物である，と称されることもあ

る1）。実際，ヴィクセルの「この『経済学講義』〔スウェーデン語の原著の第

１巻は1901年，第２巻は1906年に刊行〕が1934年に英訳されたとき，こ

の著作がアルフレッド・マーシャルの『経済学原理』（1890-1920年）より

も，深奥さ，内容，新鮮さの点で卓越していたことを，じきに人々は見抜

いた」2）のである。

　彼が大いに貢献したのは，ひとり経済理論の分野においてのみではない，

「……近代財政理論的分析の生誕にたいしても，ヴィクセルは一つの，お

そらくは決定的といえるほどの貢献をもなした」3），と高く評価されている。

　ヴィクセルの財政学説は，果してこのような高い評価を受けるべき内容

のものなのであろうか。われわれはこれについて，彼の財政学上の原典に

即して直接かつ内在的に確かめたいと思う。すなわち，ヴィクセル財政学

説に最も容易に直接接近しうる，しかも唯一最重要な根本資料として，彼

のドイツ語の著作『財政理論研究』1896年Finanztheoretische Unter-

suchungen nebst Darstellung und Kritik des Steuerwesens Schwedens,

Jena 1896｡ を，ここで取りあげるつもりである4）。
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　　　　ヴィクセル財政学説の本質と概要

　　　　－ヴィクセル『財政理論研究』1896年，解題-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　池田浩太郎

　はじめに

　Ｉ．序論

　　　　ヴィクセルの基本的思想と経済学研究の方法的特色

　　　　原典の構成とヴィクセル財政理論研究の形式的・実質的テーマ限定

　Ｈ．「公正な課税の一新原則について」

　　　　第２論考の主要テーマ

　　　　利益説的課税原則の確立

　　　　利益説的課税原則論の展開（1）一原則適用をめぐる手続き論の展開-

　　　　利益説的課税原則論の展開（2）一国家財政（ないし，とくに国家収入）

　　　領域における，利益説的課税原則適用領域の確定と拡充-

　　　　第２論考での余論

　ｍ．「租税帰着学説のために」

　　　　租税帰着理論の問題の性格と方法論的立場

　　　　独占利潤への課税モデル

　　　　自由競争的経済下での課税モデル

　　はじめに

　周知のようにクヌート・ヴィクセルJohan Gustaf Knut Wicksell,

1851-19261）は，19世紀末から1920年代中頃までの30年あまりに亘って活

躍した，スウェーデンの著名な経済学者である。

　経済理論家としてのヴィクセルは，ときとして「北欧のマーシャル」
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